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諮問事項 
 

 

 

令和８年度富津市国民健康保険事業特別会計予

算（案）について 
 

 

 

  



令和８年度　富津市国民健康保険事業特別会計予算（案）
（歳入） （単位：円）

令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増　減　額
補足
説明

837,714,000 905,750,000 68,036,000 ◎

837,714,000 905,750,000 68,036,000

医療給付費分 533,340,000 569,278,000 35,938,000

後期高齢者支援金分 182,063,000 193,662,000 11,599,000

介護納付金分 70,121,000 68,615,000 -1,506,000

子ども・子育て支援納付金分 24,032,000 24,032,000

医療給付費分 35,336,000 33,696,000 -1,640,000

後期高齢者支援金分 10,731,000 10,617,000 -114,000

介護納付金分 6,123,000 5,850,000 -273,000

子ども・子育て支援納付金分 0 0

300,000 200,000 -100,000 ◎

660,000 0 -660,000 ◎

660,000 0 -660,000

660,000 0 -660,000

3,861,096,000 3,551,995,000 -309,101,000 ◎

3,861,096,000 3,551,995,000 -309,101,000

3,783,838,000 3,479,805,000 -304,033,000 ◎

77,258,000 72,190,000 -5,068,000

15,919,000 15,646,000 -273,000

9,357,000 8,956,000 -401,000

33,752,000 30,716,000 -3,036,000

14,993,000 13,846,000 -1,147,000

3,237,000 3,026,000 -211,000

200,000 1,279,000 1,079,000 ◎

602,126,000 508,871,000 -93,255,000 ◎

424,708,000 434,445,000 9,737,000

143,076,000 143,752,000 676,000

79,600,000 88,591,000 8,991,000

2,161,000 2,015,000 -146,000

31,848,000 31,756,000 -92,000

5,334,000 0 -5,334,000 ◎

18,610,000 18,550,000 -60,000

143,838,000 149,236,000 5,398,000

241,000 545,000 304,000

177,418,000 74,426,000 -102,992,000 ◎

1,000 1,000 0

23,903,000 33,904,000 10,001,000 ◎

5,326,000,000 5,002,000,000 -324,000,000

職員給与費等繰入金

　市町村が行う特定健康診査及び特定保健指導に要する費用のうち、基本額の3分の2が補助される。

　国民健康保険事業のうち、１款 総務費の事務費に係る繰入金

　出産育児交付金制度の創設により廃止

　国民健康保険財政の健全化及び保険税負担の平準化に資するための繰入金財政安定化支援事業繰入金

６款　繰入金

５款　財産収入

健康増進事業費補助金

　出産する被保険者の産前産後期間に係る保険税免除分を補填する繰入金

　法令及び地方財政計画に基づく一般会計からの繰入金

　国民健康保険税の延滞金、第三者行為や不当利得等による保険給付費の返納金などの収入

　前年度に発生した剰余金

　健康増進法に基づく保健事業（特定健康診査に係るもの）に要する費用のうち、基本額の3分の2が補助される。

　国民健康保険基金に係る利子

　一般会計及び国民健康保険基金から繰入されるもの

　低所得者の保険税軽減分を補填する保険基盤安定繰入金

　低所得者を多く抱える保険者を支援し、中間所得者層を中心に保険税を軽減する保険基盤安定繰入金

　未就学児の国民健康保険税均等割額軽減分を補填する繰入金

　１款 総務費の職員人件費に係る繰入金

概　　　　　　　　　　　　　　　　要

　督促手数料の見込額　督促手数料は1件50円

　保険給付費に係る費用に対して交付される交付金

　医療費の適正化に向けた取組に対する支援として交付される保険者努力支援制度による交付金

　地方公共団体情報システムの標準化・共通化に係る事業に対する補助金

　特別調整交付金　保険者間で財政力の不均衡を調整するための国及び県交付金

　国民健康保険法の改正により平成30年度から、保険税は県に納付する国民健康保険事業費納付金と、市単独事業を賄う
ために賦課徴収する。

●医療給付費分　国民健康保険事業費納付金の医療給付分と、特定健診等の費用など市単独事業の財源となる。全被保険
者に賦課する。
●後期高齢者支援金分　国民健康保険事業費納付金の後期高齢者支援金等分の財源となる。全被保険者に賦課する。
●介護納付金　国民健康保険事業費納付金の介護納付金分の財源となる。40歳以上64歳までの、介護保険第2号被保険者に
賦課する。
●子ども・子育て支援納付金　国民健康保険事業費納付金の子ども・子育て支援納付金分の財源となる。全被保険者に賦
課する（18歳に達する日以後の最初の３月31日以前の子どもの均等割については、全額減免。）。【令和８年度新規】

※現年分　　　税率改定及び子ども子育て支援納付金分の賦課開始により、70,063千円の増額
　滞納繰越分　翌年度への滞納繰越額が減少する見込みであるため、2,027千円の減額

出産育児一時金繰入金

事務費繰入金

未就学児均等割保険税繰入金

保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

一般会計繰入金

保険者努力支援分

特別交付金

普通交付金

県負担金

４款　県支出金

国庫補助金

３款　国庫支出金

２款　使用料及び手数料

合　　　　　　計

８款　諸収入

７款　繰越金

国民健康保険基金繰入金

産前産後保険税繰入金

県繰入金分（２号分）

特別調整交付金（市町村分）

特定健康診査等負担金

デジタル基盤改革支援補助金

科　　　　　　　目

滞納繰越分

現年分

国民健康保険税

１款　国民健康保険税
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（歳出）

令和７年度
当初予算額

令和８年度
当初予算額

増　減　額
補足
説明

176,648,000 181,194,000 4,546,000

146,473,000 150,809,000 4,336,000

29,114,000 29,157,000 43,000

412,000 416,000 4,000

649,000 812,000 163,000

3,797,442,000 3,492,809,000 -304,633,000 ◎

3,255,938,000 3,028,905,000 -227,033,000 ◎

療養給付費 3,222,000,000 2,997,000,000 -225,000,000

療養費 22,000,000 22,000,000 0

審査支払手数料 11,938,000 9,905,000 -2,033,000

527,800,000 450,800,000 -77,000,000

高額療養費 527,000,000 450,000,000 -77,000,000

高額介護合算療養費 800,000 800,000 0

8,004,000 8,004,000 0

出産育児一時金 8,000,000 8,000,000 0

支払手数料 4,000 4,000 0

5,500,000 5,000,000 -500,000

100,000 100,000 0

100,000 0 -100,000

1,234,768,000 1,211,623,000 -23,145,000 ◎

843,460,000 792,323,000 -51,137,000

293,523,000 286,500,000 -7,023,000

97,785,000 103,700,000 5,915,000

29,100,000 29,100,000

96,842,000 94,845,000 -1,997,000 ◎

56,478,000 54,656,000 -1,822,000

40,364,000 40,189,000 -175,000 ◎

200,000 1,279,000 1,079,000 ◎

100,000 250,000 150,000 ◎

10,000,000 10,000,000 0

10,000,000 10,000,000 0

5,326,000,000 5,002,000,000 -324,000,000

0 0 0

-177,219,000 -73,147,000 104,072,000

（参考：見込額）

431,078,000 357,931,000 -73,147,000 ◎

101,337 116,418 15,081

455,641 -9,766

149,163 155,696 6,533

445,875

　前年度に発生した剰余金及び国民健康保険基金に係る利子を基金に積立

　過年度に係る国民健康保険税の還付金など

　単年度収支から実質的な黒字要素（基金積立金）や赤字要素（基金取崩額）を加減したもので、当該年度における
実質的な収支を把握するための指標
　（単年度収支(当該年度の実質収支－前年度の実質収支)＋基金積立金－基金取崩額）

　国民健康保険法の改正により、平成30年度から市町村に割り当てられる県への国民健康保険事業費納付金。
　保険税は、この納付金と市単独事業を賄うために賦課徴収する。
　【令和８年度新規】子ども・子育て支援納付金

１人当たりの国保事業費納付金額

１人当たりの保険給付費額

１人当たりの保険税額

年度末国保基金残高

実質単年度収支

歳 入 歳 出 差 引 額

合　　　　　　計

８款　予備費

７款　諸支出金

６款　公債費

概　　　　　　　　　　　　　　　　要

　国民健康保険事業を運営するための事務費、職員人件費、運営協議会費及び国民健康保険団体連合会事務費負担金

　診療報酬明細書の審査に係る手数料

　申請に基づき支給する柔整療養費、鍼、灸、あんま及びマッサージに係る療養費、補装具に係る療養費など

　被保険者が医療を受けたとき、及び医師の処方箋により調剤薬局で調剤を受けたときに、被保険者が負担区分に応
じて保険医療機関の窓口で支払う3割又は2割の自己負担金を控除した残りの7割又は8割の国民健康保険からの保険給
付費

運営協議会費

徴税費

　1年間の介護サービス費と医療費それぞれの自己負担額を合算した額が限度額を超えた場合に支給

　保健医療機関等の窓口で支払った3割又は2割の自己負担額の1箇月の負担額が被保険者の所得に応じて定められる
限度額を超えた場合、その超えた部分を高額療養費として申請に基づき支給する。

保健事業費

特定健康診査等事業費

４款　保健事業費

子ども・子育て支援納付金分

　被保険者の健康維持増進のための事業、及び医療給付費の適正化のための事業などを行う経費で、特定健康診査、
特定保健指導、短期人間ドック費用助成、レセプト点検などに要する経費

　出産育児一時金は、被保険者が分娩をしたときに支給。支払手数料は、出産育児一時金を保険医療機関に直接支払
うときの国保連合会に支払う手数料

　新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金（歳入は特別調整交付金）R7.5.7申請受付終了

　病気やけがで移動が困難な患者が、医師の指示で一時的、緊急的に必要があり、移送された場合に支給

　葬祭費は、死亡した被保険者の葬祭を行ったときに支給

介護納付金分

　一時借入金利子

総務管理費

１款　総務費

科　　　　　　　目

後期高齢者支援金等分

医療給付費分

３款　国民健康保険事業費納付金

傷病手当金

移送費

葬祭諸費

出産育児諸費

高額療養諸費

療養諸費

５款　国民健康保険基金積立金

２款　保険給付費

趣旨普及費
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令和８年度国民健康保険事業特別会計当初予算の補足説明 
 

≪令和８年度富津市国民健康保険事業特別会計予算（案）について≫ 
 
○国保会計予算のポイント 

 被保険者数の減少（見込） 

   年度 
被保険者数 

（４月～３月平均） 
増減数・前年度比 

令和５年度 9,325 人  ▲6.56％ 

令和６年度 8,780 人 ▲545 人 ▲5.84％ 

令和７年度（見込） 8,273 人 ▲507 人 ▲5.77％ 

令和８年度（見込） 7,782 人 ▲491 人 ▲5.93％ 

※R7.11 末時点被保険者数 8,245 人 

・後期高齢者医療制度への移行や人口減少の影響により、令和８年度も被保険

者数は減少する見込み。 

これにより、令和８年度当初予算では、歳入の普通交付金、歳出の療養諸

費等が減額となり、国保会計の予算規模が縮小する見込みとなっている。 

 国民健康保険税の増（見込） 

科目 令和７年度 令和８年度(見込) 前年度比 

国民健康保険税(現年計) 837,714,000 円 855,587,000 円 ＋2.1% 

現 

年 

分 

医療給付費分 533,340,000 円 569,278,000 円 ＋6.7% 

後期高齢者支援金分 182,063,000 円 193,662,000 円 ＋6.4% 

介護納付金分 70,121,000 円 68,615,000 円 ▲2.2% 

子ども・子育て支援納付金分 0 円 24,032,000 円 新規 

・令和８年度保険税率の改定により、保険税収入は増加となる見込み。 

 また、「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47

号）」の施行に伴い、令和８年度から医療、後期、介護分と合わせて【子ども・

子育て支援納付金】が賦課されることから、対前年で 2.1％の増となる見込み。 

１人当たり保険税額 令和７年度当初予算 101,337 円 

        令和８年度当初予算 116,418 円（＋15,081 円） 

       （参考）令和７年度 12 月時点  107,512 円（＋ 6,175 円 令和７年度当初予算との差） 

                                                （▲ 8,906 円 令和８年度当初予算との差） 
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 事業費納付金の減（確定係数による見込。【】内は子ども・子育て支援納付金を除いた額） 

科目 令和７年度 令和８年度（見込） 前年度比 

事業費納付金 1,233,845,046 円 
1,211,623,000 円 

【1,182,523,000 円】

▲1.8% 

【▲4.2%】 

【参考】 

千葉県内市町村の 

納付金算定基礎額 
1,612 億 1,261 万円 

1,643 億 9,588 万円 

【1,603 億 6,180 万円】

＋2.0% 

【▲0.5%】 

富津市の医療費指数※ 0.997… 0.981… ▲1.6% 

※医療費指数は納付金算定年度の直近３か年の医療費指数の平均値 

令和７年度    平均 0.997… 3 年 1.01… 4 年 0.99… 5 年 0.98… 
 

令和８年度(見込) 平均 0.981… 4 年 0.99… 5 年 0.98… 6 年 0.96… 

・子ども・子育て支援納付金の新設に伴い、県全体の納付金総額は増加している

が、本市では、被保険者数の減少、及び納付金の各市町村への配分率に影響す

る医療費指数が減となったことにより、子ども・子育て支援金納付金を含む総

額で減少する見込み。 

  



32 

 

以下、前年度に対する増減額が大きい科目や特に説明を要する部分について説明し

ます。 

 

● 歳 入 （単位：円） 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

１款 国民健康保険税 837,714,000 905,750,000 ＋68,036,000 ＋8.1% 

・現年度分は、保険税率の改定、子ども子育て支援納付金の新設により、70,063 千

円の増額の見込み。 

・滞納繰越分は、納期内納付の推進や過年度分の適切な収納により翌年度への滞納

繰越額が減少する見込みであるため、2,027 千円の減額の見込み。 

 

『予算額の見込方法』 

 〇調定額及び収納率 

調定額は、令和７年９月末時点の、被保険者の世帯構成、所得額を基に算出した１

人当たり調定額に令和８年度の被保険者数見込を乗じて算出した。 

収納率は、令和２年度から令和６年度の平均収納率とした。 

R7［92.5％］→ 0.8 ポイント増の［93.3％］とした。 ※現年普徴分 

 

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

２款 使用料及び手数料 300,000 200,000 ▲100,000 ▲33.3% 

  ・令和７年 12 月富津市議会定例会で、『督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備

に関する条例の制定について』が議決され、令和８年４月１日から国民健康保険

税を滞納した際に送付する督促状に係る手数料が廃止されることとなった。 

・当該条例の経過措置により『この条例の施行の日前に納期限の到来した歳入に

関し発した督促状に係る督促手数料については、その督促状を発した日にかか

わらず、なお従前の例による。』とされていることから、令和７年度以前の滞納

繰越分に係る督促手数料のみとなり、令和８年度から減少していく見込み。 
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科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

３款 国庫支出金 660,000 0 -660,000 皆減 

デジタル基盤改革

支援補助金 
660,000 0 -660,000 皆減 

   ・令和８年度は、国補助制度の対象となる国民健康保険システム関連の改修等の

予定なし（令和７年度は、高額療養費支給システム改修を実施。）。 

 

 

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

４款 県支出金 3,861,096,000 3,551,995,000 ▲309,101,000 ▲8.0% 

普通交付金 3,783,838,000 3,479,805,000 ▲304,033,000 ▲8.0% 

・被保険者数の減少による保険給付費（歳出）の減に伴い、交付額も減額する見

込み。 

※詳細は歳出で説明 

 

 

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

５款 財産収入 200,000 1,279,000 1,079,000 +540％ 

・国民健康保険基金の積立金の利率上昇に伴い、増額となる見込み。 

    予算要求時の利率（見込み） 令和７年度 0.2％ 

                  令和８年度 0.5％ 
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科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

６款 繰入金 602,126,000 508,871,000 ▲93,255,000 ▲15.5% 

出産育児一時金繰

入金   
5,334,000 0 ▲5,334,000 皆減 

国民健康保険基金

繰入金 
177,418,000 74,426,000 ▲102,992,000 ▲58.1% 

・出産育児一時金繰入金は、出産した被保険者に対し一時金を給付し、その給付

額の３分の２を一般会計から繰り入れしている。また、一般会計から繰り入れ

した額については、地方交付税により措置（補てん）される。 

令和８年度から、出産育児一時金の給付は従前のとおり市町村が実施する

が、「出産育児交付金」制度が開始されることに伴い、繰入金及び当該繰入金

に係る地方財政措置が廃止されることとなった。 

 「出産育児交付金」は、千葉県の歳入となり、各市町村が県に収める納付金

（医療分）の算定過程において減算・調整することとなったことから、市町村

国保特別会計では、繰入金廃止により収入減となるが、納付金減額により支出

減となる見込み。 

・国民健康保険基金繰入金は、保険税収入の増及び納付金の減により、実質単年

度収支の赤字額が縮小する見込みであることから、繰入額も減少する見込み。 

 

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

８款 諸収入 23,903,000 33,904,000 ＋10,001,000 +41.8％

延滞金   20,800,000 30,801,000 ＋10,001,000 +48.1％

・国民健康保険税の延滞金、第三者行為や不当利得等による保険給付費の返納金

などの収入のうち、延滞金について、過去５年の決算額で最も低い額を基に、

概ね同額を見込んでいるところ、延滞金の実績から増加を見込んでいる。 

     

   延滞金決算額の過去５年の最低値 

 令和７年度要求時 19,030,070 円（令和元年度決算額）  

    令和８年度要求時 30,518,757 円（令和２年度決算額） 
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● 歳 出 （単位：円） 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

２款 保険給付費 3,797,442,000 3,492,809,000 ▲304,633,000 ▲8.0% 

 療養諸費 3,255,938,000 3,028,905,000 ▲227,033,000 ▲7.0% 

 高額療養諸費 527,800,000 450,800,000 ▲77,000,000 ▲14.6% 

 ・主な要因は、被保険者数の減による。 

 ・直近５か年の１人当たり給付額及び増減率の実績から１人当たり給付見込額

を算定し、被保険者数（見込）を乗じて見込む。 

令和６年度までは、１人当たり給付額は増加傾向にあったが、令和７年度

は、11 月時点で対前年の１人当たり給付額が減となる見込みであることから、

令和８年度の１人当たり給付額を減として見込んでいる。 

１人当たりの保険給付費額 令和７年度予算 455,641 円 

令和８年度予算 445,875 円（-9,766 円※） 

 
   

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

３款 国民健康保険事業費納付金 1,234,768,000 1,211,623,000 ▲23,145,000 ▲1.9% 

 医 療 給 付 費 分 843,460,000 792,323,000 ▲51,137,000 ▲6.1% 

 後期高齢者支援金等分 293,523,000 286,500,000 ▲7,023,000 ▲2.4% 

 介 護 納 付 金 分 97,785,000 103,700,000 5,915,000 ＋6.0% 

 子ども・子育て支援納付金分  29,100,000 29,100,000 新規 

・保険料収納必要総額（＝納付金算定の基礎額）の減少により、『医療給付費分』

『後期高齢者支援金等分』は減となっている。 

・『介護納付金分』は、県全体及び本市の保険料収納必要総額は減となっている

が、所得に応じた納付金配分比率が、県内他市町村と比較して増加したことに

より増となる見込み。 

・『子ども・子育て支援金納付金』は、令和８年度制度開始に伴う増。 
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科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

４款 保健事業費 96,842,000 94,845,000 ▲1,997,000 ▲0.2% 

 保健事業費 40,364,000 40,189,000 ▲175,000 ▲0.4% 

   ・医療の適正化のうち、薬剤の重複・多剤投与者への適正化について、令和７年

度は、対象者の抽出をシステムで一括して行うことができるようになった。 

     服薬適正化通知件数 令和６年度      10 件  

               令和７年度（12 月末現在） 67 件 

・令和８年度も引き続き特別調整交付金を活用し、薬剤の重複・多剤投与者を一

括して抽出することができるシステムを利用し、服薬適正化事業を実施する。 

 

 

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

５款 国民健康保険基金積立金 200,000 1,279,000 1,079,000 +540％

   ・歳入５款 財産収入の増に伴い増額とした。 

 

 

 

科 目 
令和７年度 
当初予算額 

令和８年度 
当初予算額 

増減額 増減率 

６款 公債費 100,000 250,000 150,000 +150％

・収入と支出の時期の乖離のため発生する一時的な歳計現金の不足に対応する

ため、金融機関から年度を超えない範囲で行う短期での借り入れ（一時借入）

を行った場合の借入金に係る利子を支出するための科目であり、借入利率の

増により増額とした。 

    借入利率 令和７年度 0.2％ 

         令和８年度 0.5％ 

 

  



37 

 

● 参考：見込額  （単位：円） 

 令和７年度末 
見込 

令和８年度末 
見込 

増減額 

国民健康保険基金残高 431,078,000 357,931,000 ▲-73,147,000 

   

 ・令和７年１月５日現在基金残高       532,189,276 円 

  令和７年度基金繰入額（見込・３月補正） －101,822,000 円 

    令和７年度基金積立額（見込・基金利子） ＋  710,000 円 

                         431,077,944 円≒431,078,000 円 

令和８年度基金繰入額（見込）      － 74,426,000 円 

    令和８年度基金積立額（見込・基金利子） ＋ 1,279,000 円 

    令和８年度末基金残高（見込）       357,930,944 円≒357,931,000 円 



 

報告事項 
 

 

 

富津市国民健康保険事業特別会計中期見通しの

中間報告について 
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中期収支見通しにおける推計値（見込値）の検証 

 

１ 令和７年度（推計値との比較） 

国保税が約５，５００万円上振れしたが、保険給付費の減少に伴う県支出金のう

ち普通交付金が減となったことなどにより、収支に係る推計値との差は、約５億円

の減額の見込み。 

 

２ 令和１１年度（最終年度値の比較） 

保険給付費の減少と、保険給付費の減少に伴う県支出金の減などにより、収支に

係る推計値との差は、約１億１千万円の減額の見込み。 

 

３ 実質単年度収支 

令和７年度の実質単年度収支は、国保税収の上振れ分等もあり、推計値と比較し、

約１千６百万円の増額となった。 

令和８年度以降の実質単年度収支もマイナスとなる見込みであるため、その補填

を引き続き国保基金で賄う必要がある。 

 

４ 国保基金残高 

国保基金について、「策定時の推計値（青の棒グラフ）」と「実績に基づく更新後

の推計値（オレンジの棒グラフ）」を比較すると、概ね策定時の推計値で推移する見

込み。 

 基金残高の推移（策定時との比較） 



富津市国民健康保険事業特別会計　収支見込（令和８年１月時点）　令和７年度策定時点との差

【表示されている値は、R8.1月時点で更新した値からR7策定時の値を控除した値。歳入で黒字の場合は収入額がR7策定時点より増加、歳出で黒字の場合は支出額が増加していることを示す。】

（歳入） 実績値← →推計値 税率改定 （単位：千円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

１ 0 0 0 -3,004 54,809 30,705 67,709 68,695 51,369

２ 0 0 0 -87 -152 -176 -270 -328 -376

３ 0 0 0 -20 482 0 0 0 0

４ 0 0 0 -210,744 -530,978 -236,513 -168,683 -174,448 -172,617

５ 0 0 0 1 523 1,090 1,090 1,090 1,090

６-１ 0 0 0 -4,934 -7,940 6,999 6,001 6,769 7,421

６-２ 0 0 0 36,502 -18,758 15,696 -20,678 -9,437 5,793

７ 0 0 0 0 20,486 0 -0 0 0

８ 0 0 0 6,352 -16,177 -9,473 -3,065 -3,955 -5,532

0 0 0 -175,934 -497,704 -191,672 -117,896 -111,613 -112,853

（歳出）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

１ 0 0 0 -3,755 -9,414 6,556 4,292 4,263 4,071

２ 0 0 0 -182,755 -507,390 -234,191 -167,156 -174,263 -171,320

３ 0 0 0 -914 0 35,168 46,716 60,296 56,960

0 0 0 0 0 0 0 0 0

４ 0 0 0 -7,283 1,828 1,353 -1,081 -1,107 -1,601

５ 0 0 0 150 18,034 0 0 0 0

６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７ 0 0 0 -1,864 -762 -557 -668 -802 -962

８ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 -196,420 -497,704 -191,671 -117,896 -111,614 -112,853

0 0 0 20,486 0 0 0 0 0

0 0 0 -15,866 16,306 -15,697 20,678 9,437 -5,793

【参考】

-26,264 -37,636 -81,125 -116,855 -120,580 -27,346 -67,741 -86,391 -90,712

実質単年度収支（令和８年１月時点） -26,264 -37,636 -81,125 -132,721 -104,274 -43,043 -47,062 -76,954 -96,505

0 0 0 -36,352 36,792 -15,696 20,678 9,437 -5,793

0 0 0 -36,352 440 -15,256 5,422 14,859 9,066
単年度 0 0 0累　積 0 0 0

【参考】

687,635 664,721 618,299 551,219 430,639 403,293 335,553 249,162 158,450

687,635 664,721 618,299 514,867 431,079 388,037 340,975 264,021 167,516

国保基金残高（令和７年１月時点）

国保基金残高（令和８年１月時点）

公債費

諸支出金

予備費

歳出合計

歳入歳出差引額

実質単年度収支

国保基金増減高

国保基金残高
財源不足額

実質単年度収支（令和７年１月時点）

基金積立金

歳入合計

款　　　　　名

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

諸収入

款　　　　　名

国民健康保険税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

一般会計繰入金

基金繰入金

繰越金
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富津市国民健康保険事業特別会計　収支見込（令和８年１月現在）

（歳入） 実績値← →推計値 税率改定 （単位：千円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 .

１ 1,041,424 990,257 952,451 908,851 892,519 905,752 880,393 843,828 799,358

２ 421 346 313 309 236 200 100 50 5

３ 350 84 101 1,093 1,142 0 0 0 0

４ 4,039,980 3,847,617 3,746,305 3,565,804 3,149,413 3,245,800 3,220,310 3,116,489 2,967,839

５ 9 60 6 190 712 1,279 1,279 1,279 1,279

６-１ 420,062 401,460 434,311 424,144 417,357 428,797 415,448 405,463 397,532

６-２ 120,000 120,000 130,000 150,000 101,822 43,042 47,062 76,954 96,505

７ 39,776 99,200 84,478 49,775 20,487 0 0 0 0

８ 49,193 48,503 43,428 58,083 29,022 35,542 41,396 40,232 39,057

5,711,215 5,507,527 5,391,393 5,158,250 4,612,709 4,660,412 4,605,988 4,484,295 4,301,575

（歳出）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 .

１ 181,461 152,949 146,064 165,106 168,046 182,031 179,596 191,591 193,563

２ 3,947,299 3,760,561 3,663,706 3,512,277 3,100,368 3,169,859 3,143,465 3,028,448 2,878,185

３ 1,363,583 1,329,603 1,369,180 1,327,953 1,233,845 1,215,537 1,193,419 1,174,622 1,140,150

0 0 0 0 0 0 0 0 0

４ 70,948 75,676 74,752 78,511 83,980 84,694 82,441 82,571 82,068

５ 34,312 97,086 83,578 46,568 18,034 0 0 0 0

６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７ 14,411 7,174 4,339 7,346 8,435 8,291 7,067 7,063 7,608

８ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5,612,014 5,423,049 5,341,618 5,137,763 4,612,708 4,660,412 4,605,989 4,484,295 4,301,575

99,200 84,478 49,775 20,487 0 0 0 0 0

-26,264 -37,636 -81,125 -132,721 -104,274 -43,043 -47,062 -76,954 -96,505

-85,688 -22,914 -46,422 -103,432 -83,788 -43,042 -47,062 -76,954 -96,505

687,635 664,721 618,299 514,867 431,079 388,037 340,975 264,021 167,516

単年度 0 0 0

累　積 0 0 0

款　　　　　名

歳出合計

予備費

諸支出金

公債費

基金積立金

保健事業費

共同事業拠出金

国民健康保険事業費納付金

款　　　　　名

歳入合計

国保基金増減高

実質単年度収支

歳入歳出差引額

財源不足額

国保基金残高

保険給付費

総務費

諸収入

繰越金

基金繰入金

一般会計繰入金

財産収入

県支出金

国庫支出金

使用料及び手数料

国民健康保険税
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